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新旧対照表 

○千葉県浄化槽取扱指導要綱 

 

新 旧 

第１ 目的 

この要綱は、浄化槽の取扱いに関し適切な行政指導を行うため、

法令等に定めるもののほか、浄化槽の設置等の手続及び設置基準、

関係者の責務等を定めることにより、公共用水域等の水質の保全等

の観点から浄化槽によるし尿及び雑排水の適正な処理を図り、生活

環境の保全及び公衆衛生の向上に寄与することを目的とする。 

 

第２ 用語の定義等 

この要綱において使用する用語等は、それぞれ次に掲げる事項の

とおりとする。 

１ 用語の定義 

  この要綱において使用する用語は、浄化槽法（昭和５８年法律

第４３号。以下「法」という。）、建築基準法（昭和２５年法律第

２０１号）、浄化槽法施行細則（昭和６０年千葉県規則第５８号）

及び千葉県浄化槽保守点検業者の登録に関する条例（昭和６０年

千葉県条例第１９号）で使用する用語の例による。 

 ２ 閉鎖性水域の流域等の地域 

この要綱において「閉鎖性水域の流域等」とは、次に掲げる地

域をいう。 

（１）窒素含有量又は燐(りん)含有量についての排水基準に係る湖

沼（昭和６０年環境庁告示第２７号）に定められた湖沼及びこれ

に流入する河川等の公共用水域に生活排水が排出される地域 

（２）東京湾及びこれに流入する河川等の公共用水域に生活排水が

排出される地域 

（３）（１）及び（２）に掲げる地域のほか、公共用水域の水質保全

のため高度処理型合併処理浄化槽（窒素及び燐の処理が可能な構
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造の浄化槽をいう。以下同じ。）の普及が特に必要であると千葉県

環境生活部長が認める地域 

３ ＢＯＤ検査 

この要綱において「ＢＯＤ検査」とは、法第１１条に規定する

検査の効率的な実施を図るために導入された生物化学的酸素要求

量（ＢＯＤ）の測定検査を主体とする検査をいう。 

４ 嘱託採水員 

この要綱において「嘱託採水員」とは、指定検査機関がＢＯＤ

検査の試料を採水する者として登録した者をいう。 

５ 一括契約 

この要綱において「一括契約」とは、浄化槽管理者が、保守点

検業者を窓口として、保守点検、清掃及び法定検査の受検手続に

ついて、一括して契約することをいう。 

 

第３ 浄化槽を設置等しようとする者の責務 

浄化槽を設置し、又はその構造若しくは規模の変更をしようとす

る者は、設置等の手続に先立ち、あらかじめ、法第５７条第１項の

規定に基づき知事が指定した指定検査機関に、法第７条第１項の規

定による使用開始後の水質検査（以下「７条検査」という。）を申し

込むものとする。 

 

第４ 設置等の手続 

浄化槽の設置又はその構造若しくは規模の変更をする場合の手続

は、次によること。 

 １ 法第５条第１項の届出の場合 

法第５条第１項の規定による届出の場合は、浄化槽工事の技術

上の基準並びに浄化槽の設置等の届出及び設置計画に関する省令

（昭和６０年厚生省・建設省令第１号。以下「共同省令」という。）

第３条第１項又は第４条第１項の規定による届出書に（１）又は

（２）の場合に応じ規定された図書を添付して行うものとする。 
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（１）認定浄化槽の場合 

法第１３条第１項又は第２項の規定による認定を受けた浄化

槽の場合の添付図書は次表のとおりとする。 

 添付図書 部数 提出根拠 

１ 設置位置、放流経路、放流先、

方位、道路及び目標となる地

物を明示した付近の見取図 

３部 共同省令別記様式

第１号及び第２号 

２ 浄化槽概要書 ４部 千葉県浄化槽取扱

指導要綱 （以下

「 要 綱 」 と い

う。） （第１号様

式） 

３ 浄化槽の配置、敷地内排水系

統図 

３部 要綱 

４ 建築物各階平面図 ３部 要綱 

５ 浄化槽詳細図（平面図、断面

図） 

なお、建築基準法第６８条の

１０第１項の規定による型式

適合認定書の別添仕様書及び

図面をもって代えることがで

きる。 

３部 要綱 

６ 処理対象人員が５０人を超

える浄化槽にあっては、汚水

量・流入水の生物化学的酸素

要求量（以下「ＢＯＤ」とい

う。）に関する説明書・資料 

３部 要綱 

７ 特殊工事（ピット工事、擁壁工

事等）を行う場合にあっては、

工事の概要を記載した図書 

３部 要綱 

（１）認定浄化槽の場合 

 法第１３条第１項又は第２項の規定による認定を受けた浄化

槽の場合の添付図書は次表のとおりとする。 

 添付図書 部数 提出根拠 

１ 設置位置、放流経路、放流先、

方位、道路及び目標となる地

物を明示した付近の見取図 

３部 共同省令別記様式

第１号及び第２号 

２ 浄化槽概要書 ４部 千葉県浄化槽取扱

指導要綱 （以下

「 要 綱 」 と い

う。） （第１号様

式） 

３ 浄化槽の配置、敷地内排水系

統図 

３部 要綱 

４ 建築物各階平面図 ３部 要綱 

５ 浄化槽詳細図（平面図、断面

図） 

なお、建築基準法第６８条の

１０第１項の規定による型式

適合認定書の別添仕様書及び

図面をもって代えることがで

きる。 

３部 要綱 

６ 処理対象人員が５０人を超

える浄化槽にあっては、汚水

量・流入水の生物化学的酸素

要求量（以下「ＢＯＤ」とい

う。）に関する説明書・資料 

３部 要綱 

７ 特殊工事（ピット工事、擁壁工

事等）を行う場合にあっては、

工事の概要を記載した図書 

３部 要綱 
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８ 放流水を敷地内処理する場

合にあっては、処理の概要を

記載した図書 

３部 要綱 

９ ７条検査の申込みを証する書

類（検査手数料の納付書の写

し） 

２部 要綱 

 

（２）（１）以外の浄化槽の場合 

（１）以外の浄化槽の場合の添付図書は次表のとおりとする。 

 添付図書 部数 提出根拠 

１ 設置位置、放流経路、放流先、

方位、道路及び目標となる地

物を明示した付近の見取図 

３部 共同省令別記様式

第１号及び第２号 

２ 構造図（水平断面図、縦横断面

図、詳細図） 

３部 共同省令第３条第

２項 

３ 仕様書（設計計算書、構造機能

を証する図書) 

３部 共同省令第３条第

２項 

４ 処理工程図 ３部 共同省令第３条第

２項 

５ 浄化槽概要書 ４部 要綱（第１号様式） 

６ 浄化槽の配置、敷地内排水系

統図 

３部 要綱 

７ 建築物各階平面図 ３部 要綱 

８ 汚水量・流入水のＢＯＤに関す

る説明書・資料 

３部 要綱 

９ 特殊工事(ピット工事、擁壁

工事等)を行う場合にあって

は、工事の概要を記載した図

書 

３部 要綱 

1 放流水を敷地内処理する場 ３部 要綱 

８ 放流水を敷地内処理する場

合にあっては、処理の概要を

記載した図書 

３部 要綱 

９ ７条検査の申込みを証する書

類（検査手数料の納付書の写

し） 

２部 要綱 

 

（２）（１）以外の浄化槽の場合 

（１）以外の浄化槽の場合の添付図書は次表のとおりとする。

 添付図書 部数 提出根拠 

１ 設置位置、放流経路、放流先、

方位、道路及び目標となる地

物を明示した付近の見取図 

３部 共同省令別記様式

第１号及び第２号 

２ 構造図（水平断面図、縦横断面

図、詳細図） 

３部 共同省令第３条第

２項 

３ 仕様書（設計計算書、構造機能

を証する図書) 

３部 共同省令第３条第

２項 

４ 処理工程図 ３部 共同省令第３条第

２項 

５ 浄化槽概要書 ４部 要綱（第１号様式） 

６ 浄化槽の配置、敷地内排水系

統図 

３部 要綱 

７ 建築物各階平面図 ３部 要綱 

８ 汚水量・流入水のＢＯＤに関す

る説明書・資料 

３部 要綱 

９ 特殊工事(ピット工事、擁壁

工事等)を行う場合にあって

は、工事の概要を記載した図

書 

３部 要綱 

1 放流水を敷地内処理する場 ３部 要綱 



5/12  

新 旧 

0 合にあっては、処理の概要を

記載した図書 

1

1 

７条検査の申込みを証する書

類（検査手数料の納付書の写

し） 

２部 要綱 

 

 

２ 建築確認申請の場合 

  建築主は、建築物に関する工事について、建築基準法第６条第

１項又は同法第６条の２第１項に基づく確認済証の交付を受ける

場合にあっては、確認済証の交付を受けるために必要な図書の提

出と併せて、７条検査の申込みを証する書類（検査手数料の納付

書の写し）を添付するものとする。 

 

３ 不利益な取扱いの禁止 

  １又は２の手続に際し、７条検査の申込みを証する書類（検査

手数料の納付書の写し）が提出されないことを理由として、不利

益な取扱いをしてはならない。 

 

第５ 設置基準等 

浄化槽を設置し、又はその構造若しくは規模を変更しようとする

場合は、次によること。 

１ 処理対象人員の算定等 

（１）処理対象人員は、「建築物の用途別による屎尿浄化槽の処理対

象人員算定基準」（ＪＩＳ Ａ ３３０２－２０００）により算

定すること。 

（２）計画汚水量及び水質は、「浄化槽の構造基準・同解説」（国土

交通省住宅局建築指導課他編集）、「浄化槽の設計・施工上の運

用指針」（日本建築行政会議編集）及び次の資料等を参考に検討

し、設定すること。 

0 合にあっては、処理の概要を

記載した図書 

1

1 

７条検査の申込みを証する書

類（検査手数料の納付書の写

し） 

２部 要綱 

 

 

２ 建築確認申請の場合 

  建築主は、建築物に関する工事について、建築基準法第６条第

１項又は同法第６条の２第１項に基づく確認済証の交付を受ける

場合にあっては、確認済証の交付を受けるために必要な図書の提

出と併せて、７条検査の申込みを証する書類（検査手数料の納付

書の写し）を添付するものとする。 

 

３ 不利益な取扱いの禁止 

  １又は２の手続に際し、７条検査の申込みを証する書類（検査

手数料の納付書の写し）が提出されないことを理由として、不利

益な取扱いをしてはならない。 

 

第５ 設置基準 

浄化槽を設置し、又はその構造若しくは規模を変更しようとする

場合は、次によること。 

１ 処理対象人員の算定等 

（１）処理対象人員は、「建築物の用途別による屎尿浄化槽の処理対

象人員算定基準」（ＪＩＳ Ａ ３３０２－２０００）により算

定すること。 

（２）計画汚水量及び水質は、「浄化槽の構造基準・同解説」（国土

交通省住宅局建築指導課他編集）、「浄化槽の設計・施工上の運

用指針」（日本建築行政会議編集）及び次の資料等を参考に検討

し、設定すること。 
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ア 類似の用途及び相応する使用実態の建築物における給水

量、汚水量、流入水質等に関する実測調査資料 

イ 計画建築物の給水設備能力、計画給水量に関する資料 

２ 放流水の水質 

（１）水質汚濁防止法（昭和４５年法律第１３８号）又は千葉県環

境保全条例（平成７年千葉県条例第３号）に基づく排水基準が

適用される場合は、当該排水基準を満足するために十分な性能

を有する構造の浄化槽とすること。 

（２）閉鎖性水域の流域等に浄化槽を設置しようとする場合は、高

度処理型合併処理浄化槽を設置するよう努めること。 

３ 放流水の処理 

（１）放流水は原則として公共用水域（これに流入する水路等を含

む。）に放流することとし、その放流先については、あらかじめ

次に掲げる事項を確認し、所要の措置を講じること。 

ア 放流先は、放流水を放流する水路等を有し、かつ、放流水の

疎通が適当であるかどうか。 

イ 公共用の道路側溝、水路、河川、湖沼、海域等に放流する場

合は、当該放流先の管理者の許可等が必要であるかどうか。 

ウ 私有の下水溝、水路その他これに類するところに放流する

場合は、相隣関係の措置が必要であるかどうか。 

（２）（１）にかかわらず、適当な放流先を確保することが著しく困

難な場合は、別に定める「ガイドライン」を参考に、放流水の

処理を適切に行うこと。 

（３）（２）により放流水の処理を行う場合であっても、付近に適当

な放流先が整備され、又は放流先を確保することができたとき

は、速やかに放流先を変更すること。 

 

第６ 浄化槽管理者の責務 

浄化槽管理者は、関係法令に基づく法定検査の受検、定期的な保

守点検及び清掃、使用開始又は使用廃止の報告並びに浄化槽管理者

ア 類似の用途及び相応する使用実態の建築物における給水

量、汚水量、流入水質等に関する実測調査資料 

イ 計画建築物の給水設備能力、計画給水量に関する資料 

２ 放流水の水質 

（１）水質汚濁防止法（昭和４５年法律第１３８号）又は千葉県環

境保全条例（平成７年千葉県条例第３号）に基づく排水基準が

適用される場合は、当該排水基準を満足するために十分な性能

を有する構造の浄化槽とすること。 

（２）閉鎖性水域の流域等に浄化槽を設置しようとする場合は、高

度処理型合併処理浄化槽を設置するよう努めること。 

３ 放流水の処理 

（１）放流水は原則として公共用水域（これに流入する水路等を含

む。）に放流することとし、その放流先については、あらかじめ

次に掲げる事項を確認し、所要の措置を講じること。 

ア 放流先は、放流水を放流する水路等を有し、かつ、放流水の

疎通が適当であるかどうか。 

イ 公共用の道路側溝、水路、河川、湖沼、海域等に放流する場

合は、当該放流先の管理者の許可等が必要であるかどうか。 

ウ 私有の下水溝、水路その他これに類するところに放流する

場合は、相隣関係の措置が必要であるかどうか。 

（２）（１）にかかわらず、適当な放流先を確保することが著しく困

難な場合は、別に定める「ガイドライン」を参考に、放流水の

処理を適切に行うこと。 

（３）（２）により放流水の処理を行う場合であっても、付近に適当

な放流先が整備され、又は放流先を確保することができたとき

は、速やかに放流先を変更すること。 

 

第６ 浄化槽管理者の責務 

浄化槽管理者は、関係法令に基づく法定検査の受検、定期的な保

守点検及び清掃、使用開始又は使用廃止の報告並びに浄化槽管理者
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変更の報告等を行うとともに、次に掲げる事項を行うよう努めるこ

と。 

１ 次の表に掲げる規模の浄化槽を設置している場合は、それぞれ

次の表に定める頻度により、放流水のＢＯＤに関する水質測定を

実施すること。 

 

浄化槽 処理対象人員 頻度 

合併処理浄化槽 ５１人以上１００人以

下 

６月に１回以上 

１０１人以上 ３月に１回以上 

単独処理浄化槽 ５０１人以上 ３月に１回以上 

 

 

 ２ 法定検査の受検手続を自ら行うことができない場合は、７条検

査にあっては浄化槽工事業者を介して、法第１１条に規定する検

査（以下「１１条検査」という。）にあっては浄化槽保守点検業者

又は浄化槽清掃業者を介して受検手続を行い、指定検査機関が実

施する法定検査を受検すること。 

 ３ 単独処理浄化槽を設置している場合（４の場合を除く。）は、合

併処理浄化槽への転換を図ること。 

４ 閉鎖性水域の流域等において単独処理浄化槽を設置している場

合は、高度処理型合併処理浄化槽への転換を図ること。 

 ５ 建築物の用途又は使用形態を変更する場合は、変更後の当該建

築物から排出されるし尿及び雑排水を既存の浄化槽により適切に

処理できるかどうかを検討し、必要な措置を講ずること。 

６ 一括契約を積極的に利用すること。 

 

第７ 浄化槽工事業者の責務 

浄化槽工事業者は、次に掲げる事項を行うよう努めること。 

１ 単独処理浄化槽又はくみ取り便槽を設置している者に対し、合

変更の報告等を行うとともに、次に掲げる事項を行うよう努めるこ

と。 

１ 次の表に掲げる規模の浄化槽を設置している場合は、それぞれ

次の表に定める頻度により、放流水のＢＯＤに関する水質測定を

実施すること。 

 

浄化槽 処理対象人員 頻度 

合併処理浄化槽 ５１人以上１００人以

下 

６月に１回以上 

１０１人以上 ３月に１回以上 

単独処理浄化槽 ５０１人以上 ３月に１回以上 

 

 

 ２ 法定検査の受検手続を自ら行うことができない場合は、７条検

査にあっては浄化槽工事業者を介して、法第１１条に規定する検

査（以下「１１条検査」という。）にあっては浄化槽保守点検業者

又は浄化槽清掃業者を介して受検手続を行い、指定検査機関が実

施する法定検査を受検すること。 

 ３ 単独処理浄化槽を設置している場合（４の場合を除く。）は、合

併処理浄化槽への転換を図ること。 

４ 閉鎖性水域の流域等において単独処理浄化槽を設置している場

合は、高度処理型合併処理浄化槽への転換を図ること。 

 ５ 建築物の用途又は使用形態を変更する場合は、変更後の当該建

築物から排出されるし尿及び雑排水を既存の浄化槽により適切に

処理できるかどうかを検討し、必要な措置を講ずること。 

 

 

第７ 浄化槽工事業者の責務 

浄化槽工事業者は、次に掲げる事項を行うよう努めること。 

１ 単独処理浄化槽又はくみ取り便槽を設置している者に対し、合
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併処理浄化槽への転換を助言すること。 

２ 閉鎖性水域の流域等において高度処理型合併処理浄化槽の設置

を助言すること。 

３ 浄化槽管理者に対し、浄化槽の適正な使用方法、保守点検及び

清掃について説明すること。 

４ 浄化槽管理者に対し、７条検査について説明し、当該検査に係

る手続の委託を受けること。 

５ 行政機関又は関係団体が主催する研修、講習の受講等により、

浄化槽に関する専門的知識、技術の向上等を図ること。 

６ 浄化槽工事を行った場合は、浄化槽管理者の了解を得た上で浄

化槽工事済証（例示様式第１号）を浄化槽の設置場所付近の見や

すい場所に貼付すること。 

 

第８ 浄化槽保守点検業者の責務 

  浄化槽保守点検業者は、次に掲げる事項を行うよう努めること。 

１ 単独処理浄化槽又はくみ取り便槽を設置している者に対し、合

併処理浄化槽への転換を助言すること。 

 ２ 閉鎖性水域の流域等において高度処理型合併処理浄化槽の設

置を助言すること。 

 ３ 浄化槽管理者に対し、浄化槽の適正な使用方法、清掃及び法定

検査について説明すること。 

 ４ 法定検査を受検していない浄化槽管理者について、検査に係る

手続の委託を受けること。 

５ 浄化槽の保守点検の結果、故障又は異常があると認めた場合、

機能に支障を生ずるおそれがあると認めた場合又は清掃を要する

と判断した場合は、浄化槽管理者に報告するとともに、その対応

について助言すること。 

 ６ 浄化槽清掃業者との連携を図ること。 

７ 行政機関又は関係団体が主催する研修、講習の受講等により、

浄化槽に関する専門的知識、技術の向上等を図ること。 

併処理浄化槽への転換を助言すること。 

２ 閉鎖性水域の流域等において高度処理型合併処理浄化槽の設置

を助言すること。 

３ 浄化槽管理者に対し、浄化槽の適正な使用方法、保守点検及び

清掃について説明すること。 

４ 浄化槽管理者に対し、７条検査について説明し、当該検査に係

る手続の委託を受けること。 

５ 行政機関又は関係団体が主催する研修、講習の受講等により、

浄化槽に関する専門的知識、技術の向上等を図ること。 

６ 浄化槽工事を行った場合は、浄化槽管理者の了解を得た上で浄

化槽工事済証（例示様式第１号）を浄化槽の設置場所付近の見や

すい場所に貼付すること。 

 

第８ 浄化槽保守点検業者の責務 

浄化槽保守点検業者は、次に掲げる事項を行うよう努めること。 

１ 単独処理浄化槽又はくみ取り便槽を設置している者に対し、合

併処理浄化槽への転換を助言すること。 

 ２ 閉鎖性水域の流域等において高度処理型合併処理浄化槽の設

置を助言すること。 

 ３ 浄化槽管理者に対し、浄化槽の適正な使用方法、清掃及び法定

検査について説明すること。 

 ４ １１条検査を受検していない浄化槽管理者について、検査に係

る手続の委託を受けること。 

５ 浄化槽の保守点検の結果、故障又は異常があると認めた場合、

機能に支障を生ずるおそれがあると認めた場合又は清掃を要する

と判断した場合は、浄化槽管理者に報告するとともに、その対応

について助言すること。 

 ６ 浄化槽清掃業者との連携を図ること。 

７ 行政機関又は関係団体が主催する研修、講習の受講等により、

浄化槽に関する専門的知識、技術の向上等を図ること。 
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 ８ 浄化槽管理者と保守点検契約を締結した場合は、浄化槽管理者

の了解を得た上で浄化槽保守点検契約済証（例示様式第２号）を

浄化槽の設置場所付近の見やすい場所に貼付すること。 

９ ＢＯＤ検査を推進するため、条例第９条第１項の規定により置

く浄化槽管理士に対し、指定検査機関が実施する嘱託採水員講習

会を受講させて、ＢＯＤ検査を実施できる体制を整えること。 

10 一括契約を積極的に推進すること。 

11 保守点検の実施状況に関し、県が実施する調査等について、電

子媒体により報告すること。 

 

第９ 浄化槽清掃業者の責務 

浄化槽清掃業者は、次に掲げる事項を行うよう努めること。 

１ 単独処理浄化槽又はくみ取り便槽を設置している者に対し、合

併処理浄化槽への転換を助言すること。 

 ２ 閉鎖性水域の流域等において高度処理型合併処理浄化槽の設

置を助言すること。  

３ 浄化槽管理者に対し、浄化槽の適正な使用方法、保守点検及び

法定検査について説明すること。 

４ １１条検査を受検していない浄化槽管理者について、検査に係

る手続の委託を受けること。 

５ 浄化槽の清掃の結果、浄化槽に故障又は異常があると認めた場

合は、浄化槽管理者に報告するとともに、その対応について助言

すること。 

 ６ 浄化槽保守点検業者との連携を図ること。 

７ 行政機関又は関係団体が主催する研修、講習の受講等により、

浄化槽に関する専門的知識、技術の向上等を図ること。 

８ 浄化槽の清掃を行った場合は、浄化槽管理者の了解を得た上で

浄化槽清掃済証（例示様式第３号）を浄化槽の設置場所付近の見

やすい場所に貼付すること。 

９ 一括契約を積極的に推進すること。 

 ８ 浄化槽管理者と保守点検契約を締結した場合は、浄化槽管理者

の了解を得た上で浄化槽保守点検契約済証（例示様式第２号）を

浄化槽の設置場所付近の見やすい場所に貼付すること。 

 

 

 

 

 

 

 

第９ 浄化槽清掃業者の責務 

  浄化槽清掃業者は、次に掲げる事項を行うよう努めること。 

１ 単独処理浄化槽又はくみ取り便槽を設置している者に対し、合

併処理浄化槽への転換を助言すること。 

 ２ 閉鎖性水域の流域等において高度処理型合併処理浄化槽の設

置を助言すること。  

３ 浄化槽管理者に対し、浄化槽の適正な使用方法、保守点検及び

法定検査について説明すること。 

４ １１条検査を受検していない浄化槽管理者について、検査に係

る手続の委託を受けること。 

５ 浄化槽の清掃の結果、浄化槽に故障又は異常があると認めた場

合は、浄化槽管理者に報告するとともに、その対応について助言

すること。 

 ６ 浄化槽保守点検業者との連携を図ること。 

７ 行政機関又は関係団体が主催する研修、講習の受講等により、

浄化槽に関する専門的知識、技術の向上等を図ること。 

８ 浄化槽の清掃を行った場合は、浄化槽管理者の了解を得た上で

浄化槽清掃済証（例示様式第３号）を浄化槽の設置場所付近の見

やすい場所に貼付すること。 
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10 清掃の実施状況に関し、県が実施する調査等について、電子媒

体により報告すること。 

 

第１０ 浄化槽関係団体の責務 

  浄化槽工事業者、浄化槽保守点検業者及び浄化槽清掃業者で組織

する関係団体は、行政機関と連携し、次に掲げる事項を行うものと

する。 

１ 単独処理浄化槽又はくみ取り便槽から合併処理浄化槽への転換

について、啓発を図ること。 

２ 閉鎖性水域の流域等における高度処理型浄化槽の設置につい

て、啓発を図ること。 

３ 浄化槽工事業者、浄化槽保守点検業者、浄化槽清掃業者等に対

し、浄化槽の保守点検及び清掃に関する情報提供及び啓発を行う

こと。 

４ 浄化槽工事業者、浄化槽保守点検業者、浄化槽清掃業者等に対

し、専門的知識及び技術の向上を図るための教育を行うこと。 

５ 浄化槽管理者に対し、浄化槽に関する正しい知識の普及を図る

こと。 

６ 浄化槽の保守点検、清掃及び法定検査の実施の促進を図ること。 

７ 浄化槽の保守点検及び清掃に係る相談、苦情等に適切に対処す

ること。 

 

第１１ 指定検査機関の責務 

  指定検査機関は、行政機関及び関係団体と連携し、次に掲げる事

項を行うものとする。 

１ 浄化槽管理者に対し、法定検査制度の周知に努めること。 

２ 法定検査の結果、不適正と判定した場合、浄化槽管理者に適切

な助言を行うこと。 

３ 法定検査の結果について調査分析し、関係者に対し情報を提供

すること。 

 

 

 

第１０ 浄化槽関係団体の責務 

  浄化槽工事業者、浄化槽保守点検業者及び浄化槽清掃業者で組織

する関係団体は、行政機関と連携し、次に掲げる事項を行うものと

する。 

１ 単独処理浄化槽又はくみ取り便槽から合併処理浄化槽への転換

について、啓発を図ること。 

２ 閉鎖性水域の流域等における高度処理型浄化槽の設置につい

て、啓発を図ること。 

３ 浄化槽工事業者、浄化槽保守点検業者、浄化槽清掃業者等に対

し、浄化槽の保守点検及び清掃に関する情報提供及び啓発を行う

こと。 

４ 浄化槽工事業者、浄化槽保守点検業者、浄化槽清掃業者等に対

し、専門的知識及び技術の向上を図るための教育を行うこと。 

５ 浄化槽管理者に対し、浄化槽に関する正しい知識の普及を図る

こと。 

６ 浄化槽の保守点検、清掃及び法定検査の実施の促進を図ること。

７ 浄化槽の保守点検及び清掃に係る相談、苦情等に適切に対処す

ること。 

 

第１１ 指定検査機関の責務 

  指定検査機関は、行政機関及び関係団体と連携し、次に掲げる事

項を行うものとする。 

１ 浄化槽管理者に対し、法定検査制度の周知に努めること。 

２ 法定検査の結果、不適正と判定した場合、浄化槽管理者に適切

な助言を行うこと。 

３ 法定検査の結果について調査分析し、関係者に対し情報を提供

すること。 
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４ 法定検査を行った場合は、浄化槽管理者の了解を得た上で法定

検査済証（例示様式第４号）を浄化槽の設置場所付近の見やすい

場所に貼付すること。 

５ 浄化槽の設置や廃止等に係る情報を整備し、法定検査の受検の

促進を図ること。 

６ ＢＯＤ検査を積極的に推進すること。 

７ 一括契約を積極的に推進すること。 

 

第１２ 建築主事及び指定確認検査機関の協力 

  建築主事及び指定確認検査機関は、次に掲げる取組について協力

するものとする。 

１ 提出のあった７条検査の申込みを証する書類（検査手数料の納

付書の写し）を、建築基準法第９３条第５項の通知と併せて当該

書類を管轄の保健所の長あてに送付する。 

２ 浄化槽を設置しようとする建築主及び建築確認申請等の委任を

受けた建築士に対し７条検査の周知・啓発を図る。 

 

第１３ 適用除外 

この要綱は、浄化槽が千葉市、船橋市及び柏市の区域内にある場

合は、適用しない。 

 

附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、平成２４年４月１日から施行する。ただし、第３の

規定については、平成２５年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この要綱の第３の規定については、平成２５年３月３１日までは

昭和６０年１０月１日施行の千葉県浄化槽取扱指導要綱の第３の

２．の規定によるものとする。 

 

４ 法定検査を行った場合は、浄化槽管理者の了解を得た上で法定

検査済証（例示様式第４号）を浄化槽の設置場所付近の見やすい

場所に貼付すること。 

５ 浄化槽の設置や廃止等に係る情報を整備し、法定検査の受検の

促進を図ること。 

 

 

 

第１２ 建築主事及び指定確認検査機関の協力 

建築主事及び指定確認検査機関は、次に掲げる取組について協力

するものとする。 

１ 提出のあった７条検査の申込みを証する書類（検査手数料の納

付書の写し）を、建築基準法第９３条第５項の通知と併せて当該

書類を管轄の保健所の長あてに送付する。 

２ 浄化槽を設置しようとする建築主及び建築確認申請等の委任を

受けた建築士に対し７条検査の周知・啓発を図る。 

 

第１３ 適用除外 

この要綱は、浄化槽が千葉市、船橋市及び柏市の区域内にある場

合は、適用しない。 

 

附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、平成２４年４月１日から施行する。ただし、第３の

規定については、平成２５年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この要綱の第３の規定については、平成２５年３月３１日までは

昭和６０年１０月１日施行の千葉県浄化槽取扱指導要綱の第３の

２．の規定によるものとする。 
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   附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、平成２９年１０月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 第４の２及び第１２の１の規定は、この要綱の施行日前に、確

認済証の交付を受けるために必要な図書の提出を行っている浄化

槽には適用しない。 

 

附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、令和３年１０月１日から施行する。 

 

附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、令和６年４月１日から施行する。 

 

附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、令和８年 月 日から施行する。 

 

   附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、平成２９年１０月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 第４の２及び第１２の１の規定は、この要綱の施行日前に、確

認済証の交付を受けるために必要な図書の提出を行っている浄化

槽には適用しない。 

 

附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、令和３年１０月１日から施行する。 

 

附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、令和６年４月１日から施行する。 

 

 


